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京都府の国際化の現状

タイ 481

ベトナム458

英国 394

インドネシア

389

フランス 388

その他 4,225

京都府国籍別外国人住民数（51,822人）

韓国・朝鮮

29,544

中国 12,835
フィリピン 1,887

米国 1,221

タイ 481

平成24年 京都府国際課



京都府の国際化の現状

技能実習 1,339

定住者 1,064

人文知識・国際

業務 1,019

教授 716

その他 2,146

在留資格別在留外国人数

特別永住者

26,621

留学 8,008

永住者 7,260

日本人の配偶

者等 2,100

家族滞在 1,823

平成24年 法務省



京都府の国際化の現状

亀岡市 897

福知山市 862

八幡市 765

京田辺市 604

城陽市 588

長岡京市 559
その他 3,132

市町村別外国人住民数

京都市 40,676
宇治市 2,695

舞鶴市 1,044

亀岡市 897

平成24年 京都府国際課



京都府の国際化の現状
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京都府の国際化の現状
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京都府の国際化の現状

京都府内の市町村国際化協会と
地域日本語教室

京都府内では、17の市町村国際

化協会（国際交流協会）が活動し
ています。

また、各地で外国人住民のためまた、各地で外国人住民のため
の日本語教室が行われています。



事業体系

 多文化共生

 国際交流・理解

 国際協力



事業体系

 多文化共生

日本語学習支援

子どもの教育支援

多文化共生の人づくり・ネットワーク事業

専門家相談会

災害時支援災害時支援

留学生等の社会参加促進

文化交流の促進

 国際交流・理解

国際交流員自主事業

 国際協力

国際協力ステーション



日本語学習支援における課題

 日本語を学ぶ場所がない

 日本語を指導する人材の不足

 日本語指導について学ぶ機会がない

 教室同士のつながりがない



日本語学習支援における課題

 日本語を学ぶ場所がない → 日本語教室の立ち上げ

 日本語を指導する人材の不足 → 人材の養成

 日本語指導について学ぶ機会がない → 研修機会の提供

 教室同士のつながりがない → 教室のネットワーク化



「生活者としての外国人」のための日本語教育事業

平成23年度

日本語指導者養成・ボランティアを対象
とした実践的研修

 人材の養成・研修

日本語支援ボランティア養成講座

日本語支援ボランティア研修会

平成25年度

地域日本語教育実践プログラム（B）

 人材の養成・研修

日本語支援ボランティア養成講座

日本語支援ボランティア研修会

 日本語教室の実施

平成24年度

地域日本語教育実践プログラム（A）

 人材の養成・研修

日本語支援ボランティア研修会

 学習教材の作成

基礎クラスA・B、会話クラス

モデル日本語教室の設置

 ネットワークの形成

京都府北中部地域

日本語教室ネットワーク会議



地域のリソース

 市町村国際化協会

 日本語支援ボランティア

京都にほんごRings

 大学

 日本語学校

 地域日本語教室ネットワーク組織

京都にほんごRings
京都府内16のボランティア日

本語教室から構成されるネッ
トワーク団体。当センターと
の相互連携により日本語支
援ボランティア・団体をサ
ポート



取組内容

 日本語支援ボランティア養成講座

 日本語学習支援を担う人材を養成することで、

地域日本語教室の立ち上げを支援する

人材の養成・研修

 京丹後市（平成21年度）、城陽市（平成23年度）、

南丹市（平成25年度）で実施

 京都にほんごRings、大学、日本語学校などの協力得て実施

※講座修了後のボランティアの受け皿を確保

※事前にオリエンテーションを実施



取組内容

 平成25年度日本語支援ボランティアオリエンテーション（南丹市）

人材の養成・研修

内容 講師

１ ボランティアの視点から見る国際交流
～日本語支援をとおして～

綾部国際交流協会

２ 市民が関わる日本語支援ボランティア 京丹後市国際交流協会



取組内容

回 内容 講師

１ イントロダクション－日本語支援ボランティアとは－
・生活者のための日本語教育
・日本語教育と国語の違い ほか

京都教育大学教授

２ 演習１ 動詞のます形・普通形について
・使う場面や使い方を考える
・ます形・普通形の解説
・教え方の紹介

宇治国際交流クラブ

３ 演習２ 動詞のて形・た形について 京都国際文化協会

平成25年度日本語支援ボランティア養成講座（南丹市）

３ 京都国際文化協会

４ 演習３ 動詞のない形について 朋友館

５ 実習１ 外国人学習者を迎えての模擬授業演習
１、２、３で習ったことを使って、実際に外国人学習者に教えてみる。

京都にほんごRings

６ 演習４ 形容詞について 宇治国際交流クラブ

７ 演習５ 可能形について 朋友館

８ 演習６ 敬語について 宇治国際交流クラブ

９ 実習２ 外国人学習者を迎えての模擬授業演習
４、５、６で習ったことを使って、実際に外国人学習者に教えてみる。

京都にほんごRings

10 まとめ
・ネットワーキングについて
・ふりかえり

京都YWCA・APTほか



取組内容

 日本語支援ボランティア研修会

 ボランティアのレベルアップを通して日本語学習支援の充実・活性化につ
なげる

人材の養成・研修

 綾部市、福知山市、京丹後市で合同研修会を実施（平成21年～24年）

 今年度は日本語学校を講師に迎え、南丹市、京丹波町、亀岡市を加えた
6市合同研修会を実施

 コーディネーター研修会の実施（平成23年）



取組内容

 「生活者としての外国人」カリキュラム案を活用して作成

協力：京都教育大学教授

 基礎クラスA・B

学習教材の作成

 基礎クラスA・B

自己紹介、物の名前を尋ねる、売り場を聞く、家族の紹介、目的地を

尋ねる、忘れ物を届け出る、診察を受ける、日本と出身地との

比較、人を誘う、面接を受ける、災害情報を聞いて適切な行動をとる

 会話クラス

地域の地理や店を調べる、公共の交通機関を利用して目的地に行く、

希望通りの注文をする、自分の意見・反対意見を述べる



取組内容

学習教材の作成

 学習者用



取組内容

学習教材の作成

 指導者用



取組内容

 外国人住民のためのにほんご教室

 年2回（5～7月、10～12月）

基礎クラス（20回）、会話クラス（10回）

モデル日本語教室の設置

基礎クラス（20回）、会話クラス（10回）

 学習教材の公開と府内教室からの

授業見学受け入れ

→モデル日本語教室としての位置付けが

明確に



取組内容

 京都府北中部地域日本語教室ネットワーク会議

 第1回準備会（平成24年12月）、

第2回準備会（平成25年3月）

ネットワークの形成

 第1回ネットワーク会議（平成25年8月）

参加団体：市町村国際化協会および

日本語教室（11団体）

 ボランティア日本語教室ネットワーク「京都にほんごRings」との協働

※南部地域については「京都にほんごRings」定例会議を年4回実施



取組内容

 「京都にほんご教室マップ」の作成

 府内23ヵ所の地域日本語

教室の情報を掲載

ネットワークの形成

 日本語、英語、中国語、

韓国・朝鮮語、フィリピン語表記

 各教室の広報強化

 WEB版の公開

 http://www.kpic.or.jp/njfumin/nihongo/kyoshitsumap.html



成果と課題

 成果

 日本語教育に係る養成講座や研修会を各地域と連携して実施したことに
より、日本語支援を行う人材の育成・養成だけでなく、府内日本語教育関
係団体とのネットワークの構築も前進した。

 加えて、地域の日本語教育の質の向上につながるよう公開・配布を前提

とした学習教材の作成により、府内の日本語教育体制の整備に一定の
成果を得た。

 課題

 日本語教育体制の充実を図るためにはその必要性を一般住民および行
政に理解してもらう必要がある。そのためには日本語教育の意義を広く
知らせる必要がある。



今後の方向性

 日本語教室への理解促進

 一般住民にとっては遠い存在である日本語教室や日本語学習支援を広く
知らせるための取組

 初期指導の取り扱い

 日本語教室において初期指導の取り扱いが課題 日本語教室において初期指導の取り扱いが課題

特に日本語教育の人材が不足している北中部においては顕著

学習者は地理的事情によって当センターのような機関を利用できないの
で、ボランティア教室がやむなく初期指導を担っている状況でその対策が
必要


